
資料３

地域医療介護総合確保基金（介護分）

県計画に関する事後評価（案）

令和６年１１月１９日



徳島県計画に関する事後評価［事業期間：令和5年4月1日～令和6年3月31日］

達成 順調 未達成 目標 達成状況 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

徳島県介護施設等整備事業

  地域包括ケアシステムに向けて、将来的な施設サービス
需要量を踏まえた施設整備を図るとともに、在宅医療・在
宅介護の前提となる高齢者の多様な受け皿の確保を図る。

○

・介護施設等の創設が条件の広域型施設の大規模修繕事業
　　１施設

・地域密着型サービス施設等の開設準備支援　１施設

・大規模修繕時の介護ロボット・ＩＣＴ等導入支援事業
　　２施設

・介護職員の宿舎施設整備事業　２施設

・介護施設等の創設が条件の広域型施設の大規模修繕事業　１施設

・地域密着型サービス施設等の開設準備支援　１施設

・大規模修繕時の介護ロボット・ＩＣＴ等導入支援事業　２施設

・介護職員の宿舎施設整備事業　１施設
　（１施設事業継続中）

○ ○

基盤整備

1
徳島県介護総合確保推進協議会運営
事業

　介護従事者確保に向けた総合的な取組を実施するため、
介護業務に関わる多方面の関係者の抱えるニーズ、ボトル
ネック等を把握するために、徳島県介護総合確保推進協議
会により課題解決のための支援や検討を行う。 ○

・徳島県介護総合確保推進協議会　１回 ・「徳島県地域介護総合確保推進協議会」を開催(R5.11.17)

○

2 介護事業者認証評価制度整備等事業

　職員の人材育成や就労環境等の改善につながる介護事業
者の取組を促進するため、都道府県が基準に基づく評価を
行い、認証を付与する制度を実施する。
・　認証評価制度を整備するための検討部会の開催
・　認証評価制度の周知

○

・認証事業所数　8事業所 ・認証評価部会の開催　1回
・認証評価制度の周知のためのセミナー　1回（参加者45名）
・認証事業所数　40事業所

○

参入促進

3 介護職場理解促進事業

　介護職に対するイメージアップのためのイベント・講座
等を実施する。
・　介護体験をメインとしたイベント等の開催
・　介護職等に関するアンケート調査の実施
・　学校生徒に対する介護・福祉出前講座の開催
・　家庭介護技術講座の開催
・　中高校の家庭科担当教員を対象とした、介護に関す
　る研修会の開催
・　ラジオ等を活用した現場職員からの介護の魅力発信

○

・介護体験イベント来場者　1,000名
・学校生徒に対する出前講座　年間10箇所

・介護体験イベント来場者　 1,272名
・学校生徒に対する出前講座　78箇所

※　出前講座は新型コロナウイルス感染症の流行を鑑みて計画箇所を抑制し
ていたが、R5.5.8に感染症法上の取扱いが2類相当から5類に見直されたこと
を受けて、実施回数が大幅に増加した。 ○

4 福祉・介護人材参入促進事業

　多様な世代を対象に、福祉・介護の仕事の大切と魅力を
伝えるための福祉・介護体験やセミナー等を実施し、福
祉・介護人材の安定的な参入促進を図る。
・　小中校生、主婦層、離職者、高年齢者ごとの介護仕事
体験会　など

○

・福祉・介護体験、セミナー等参加者数　500人 ・職場体験、セミナー等の参加者　1,079名
（内訳）
　・福祉職場体験、職場見学ツアー等参加者数 　 10名
　・児童・生徒介護体験参加者数　　　　　　　 611名
　・福祉・介護ロボット体験事業参加者数　　　 458名　

○

5 介護担い手養成事業

　住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられる地域づく
りにむけて、公的サービス・介護サービスだけに頼らな
い、地域住民の参加による見守り・助け合いによる生活支
援の充実のために必要な研修やイベントを開催する。
・　地域高齢者リーダー研修会の開催
　　県内３か所（県央，県南，県西）において、助け合
　い活動の担い手として期待される地域リーダー等を対
　象とし、高齢者支援に係る知識や技術を学ぶ研修会を
　開催。
・　見守り・助け合い活動実践活動事例集の作成
　　友愛活動をはじめとする、老人クラブ等が各地域で
　展開する見守りや助け合い活動の取組状況（事例）を
　収集する。
・　地域ささえあい担い手の養成事業
　　住民参加型在宅福祉サービスを実践している団体や
　行政、社協と連携し、各地域でささえあい活動の担い
　手を養成するために必要な研修やイベントを開催す
　る。
・　ささえあい勉強会
　　地域のささえあい活動に関心のある住民や団体を対
　象に、学びやネットワークの構築を図る。　

○

・地域高齢者リーダー養成各種研修会参加者　100名以上 ・地域高齢者リーダー養成各種研修会参加者　496名
（内訳）
　・友愛訪問活動推進研修会　　        計 81名
　・地域の支え合い担い手養成講座　　　計415名　

・ささえあい勉強会　19名　　　　　　　　　　

○

6
介護福祉士養成課程に係る介護実習
支援事業

　高い技術・知識を持ち合わせた実習指導者（育成者）を
養成する。
・介護福祉士実習指導者講習会　年1回（4日間）

○

・介護福祉士実習指導者講習会　修了者20名 ・介護福祉士実習指導者講習会　修了者14名

※　介護福祉士実習指導者講習会の修了者は目標に達しなかったが、講習会
の開催により、新たな指導者を養成できたことから「順調」とする。 ○

事業の達成状況 アウトプット指標またはアウトカム指標
基金財源
(積立年度)

■介護施設の整備に関する事業

1

■介護従事者の確保に関する事業

区分
番号

事業名 事業の内容



達成 順調 未達成 目標 達成状況 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

事業の達成状況 アウトプット指標またはアウトカム指標
基金財源
(積立年度)区分

番号
事業名 事業の内容

7 介護未経験者に対する研修支援業

　新規介護職員や初任段階における介護職員に対して、質
の高い介護サービス提供の担い手たり得るよう、介護職に
関する基本的な知識・技術を習得するため、合同研修会・
交流会等を開催する。介護未経験者に対して、介護福祉士
国家試験の内容および学習方法について対策などの講座を
実施する。

○

・新規介護職員合同研修会等の参加者 80名
・国家試験対策講座受講者　60名

・新規介護職員合同研修会等の参加者 42名
・国家試験対策講座受講者　16回延べ475人

※　合同研修会の参加者が目標に達しなかったが、講座受講後、少なくとも
46人が国家資格に合格したため「順調」とする。

○

8
福祉・介護人材マッチング機能強化
事業

　施設等における求人把握と求職者の適性確認、就業後の
適切なフォローアップ等の実施。福祉就職ガイダンスフェ
ア等の開催。

○

・福祉就職ガイダンス・フェア等参加者　200名 ・福祉就職転職ガイダンスや相談等　198人
・交流会・定着支援セミナー等　　　 81人
・「福祉の就活WEB版」配信
　参加者　67法人・グループ、再生回数　累計約51,393回 ○

9
入門からマッチングまでの一体的支
援事業

介護未経験者が介護分野への参入のきっかけを作るととも
に、介護の業務に携わる上での不安を払拭するため、介護
に関する基本的な知識を学ぶ研修を実施し、福祉人材セン
ター等で就労マッチングを行う。 ○

・修了者200名以上 ・修了者 378名
（内訳）
　・介護に関する入門的研修　　　基礎・入門講座修了者　64名
　　　　　　　　　　　　　　　　基礎講座のみ修了者　 314名　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　 ○

10 介護助手導入支援事業

　就労を希望するシニア層等について、介護施設におい
て、介護周辺業務についてのＯＪＴ研修を行うとともに、
就労マッチング支援及びフォローアップによる定着支援を
行う。また、先輩介護助手等による制度啓発・周知を行う
(成果報告会等)。

○

・アクティブシニアの就労支援等コーディネーター１名設置 ・徳島県社会福祉協議会（福祉人材センター）にアクティブシニアの就労支
援等コーディネーターを１名設置
　52名のアクティブシニアをマッチングし、うち38名が定着した。

○

11
将来の介護サービスを支える若年世
代の参入促進事業

　介護福祉士養成施設等において、学生が主体的に介護を
考える魅力ある養成教育の実施や、外国人留学生への確保
に向けた取組を行う。
・学生主体の地域住民への介護の啓発活動
・日本語学校との連携による外国人留学生への介護の魅力
発信

○

・学生主体の地域住民への介護の啓発イベントの開催　 1回
・外国人留学生対象進学ガイダンス等の参加・啓発　  10回　　

・学生主体の地域住民への介護の啓発活動　３回
・外国人留学生対象進学ガイダンス等の参加・実施　23回
　（内訳）
　　・外国人留学生対象（国内）進学ガイダンス　12回
　　・外国人留学生対象（海外）進学説明会　　　11回

12 外国人留学生への奨学金補助事業

　介護の専門職である介護福祉士国家資格の取得を目指す
留学生を支援するため、介護施設等による奨学金等の給付
支給等に係る経費の一部について助成する。

○

・奨学金支給件数　25件 ・奨学金支給件数　32件

○

13 外国人介護人材マッチング支援事業

　介護施設等と外国人介護人材獲得ノウハウのある事業者
とのマッチングの機会を提供し、合同でのマッチング相談
会を開催する。

○

・マッチング数　2名 ・マッチング数　6名

○

14 福祉系高校修学資金貸付事業

　「福祉系高校の学生」に、「修学準備金」や「介護実習
費」等の費用の「貸付」を行った上で、県内において３年
間、介護職員等の業務に従事した際には貸付金の返還を免
除する。

○

・修学準備金（入学金を除く）　　15名
・介護実習費　　　　　　　　　　30名
・国家試験受験対策費用　　　　  30名
・就職準備金　　　　　　　　　  15名

・修学準備金（入学金を除く）　　2名
・介護実習費　　　　　　　　　　2名
・国家試験受験対策費用　　　　  0名
・就職準備金　　　　　　　　　　0名

※　貸付人数が目標に達することができなかったため「未達成」とする。な
お、これまで貸し付けた方は、全員介護への就職につながっている。

○

15 介護分野就職支援金貸付事業

　「他業種で働いていた方」等であって「一定の研修を修
了した方」に、「就職支援金」の「貸付」を行った上で、
県内において２年間、介護職員等の業務に従事した際には
貸付金の返還を免除する。 ○

・就職支援金　20名 ・就職支援金　0名

※　貸付希望者がいなかったため「未達成」とする。なお、これまで貸し付
けた方は、全員介護への就職につながっている。 ○

資質の向上

16
福祉・介護人材キャリアパス支援事
業

　職員のスキルアップ、キャリアパスの構築に取り組む事
業所や職員研修への支援を行う。
・　事業所の形態やサービス利用者の実態等に応じた
　職員研修
・　地域の社会福祉協議会や事業団体等がキャリアパ
　ス、スキルアップ等を目的に実施する研修
・　複数の施設・事業所が連携して実施する合同研修　　　　　　　
等

○

・各種研修延べ参加者数　合計500名 ・各種研修参加者数　合計3,003名
（内訳）
　・福祉人材キャリアアップ研修                  　  　147名          　
　・介護福祉士養成実務者研修受講者　                   70名 
　・介護福祉士国家資格取得講座等キャリアアップ研修　1,352名
  ・介護支援専門受験対策講座等キャリアアップ研修　　   97名
　・介護従事者に対する介護口腔ケア研修　　　　　　　  162名
　・介護・看護職員資質育成研修会　　　　　　　　 　   321名
　・介護支援専門員の資質向上事業研修会　 　　 　　    854名　　

○

17
介護職員等によるたん吸引等研修事
業

  特別養護老人ホーム等の施設や訪問介護事業所等におい
て、たんの吸引等の医療的ケアを行う介護職員を養成する
ために、特定の利用者に対応するための研修および複数の
利用者に対応するための不特定者研修を開催する。 ○

・特定者研修 ：年2回 25名×2　計50名（訪問介護職員）
・不特定者研修：年1回 200名程度(特別養護老人ホーム等職員)

・特定者研修 ：年2回 47名
・不特定者研修：年1回 125名

※　目標値には達しなかったものの、県として研修の受講が必要な人が受講
できる環境を整え、医療的ケアを行う介護職員の養成に資することができた
ため「順調」とする。

○



達成 順調 未達成 目標 達成状況 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

事業の達成状況 アウトプット指標またはアウトカム指標
基金財源
(積立年度)区分

番号
事業名 事業の内容

18 介護支援専門員資質向上事業

介護支援専門員の資質の向上を図るため、指導者やファシ
リテーターなどの人材を育成する。
・　介護支援専門員、主任介護支援専門員に係る各種研
　修の実施
・　指導者及び法定研修講師等を養成する研修の実施
・　ケアマネジメントアドバイザー派遣事業 ○

・介護支援専門員研修　　　　　　　　　　　受講者　650名
・主任介護支援専門員研修　　　　　　　　　受講者　100名
・主任介護支援専門員更新研修　　　　　　　受講者　100名
・指導者養成研修　　　　　　　　　　　　  受講者　 50名
・ケアマネジメントアドバイザー派遣　　　  10回

・介護支援専門員研修　　　　      　 　 　　受講者 　540名
・主任介護支援専門員研修　　　        　　　受講者    71名
・主任介護支援専門員更新研修　　　　  　　　受講者    79名
・指導者研修　　　　　　　　　　　　　　　  受講者　 262名
・ケアマネジメントアドバイザー派遣　　　    99回

※　目標値に達しなかった項目もあるが、指導者研修及びアドバイザー派遣
においては、目標を達成し、指導者等の育成に資することができたため「順
調」とする。

○

19
介護施設、介護事業所への出前研修
の支援事業

　外部研修等への参加が困難な場合が多いことを踏まえ、
出前研修を実施することにより、資質の向上の支援を図
る。
・　介護従事者が学びたいテーマの依頼に応じた出張講座
の実施
・　休職・離職予防に繋がる腰痛対策指導の実施

○

・受入事業所数　10事業所（参加者数　60人） ・受入事業所数　25事業所（参加者数　535名）

○

20
介護福祉士試験実務者研修代替要員
支援事業

  福祉・介護人材の確保につなげるため、介護現場に従事
する者が介護福祉士試験の受験資格の要件となる「実務者
研修」を受講する際に必要な代替要員を雇いあげるための
経費を補助する。 ○

・代替要員　35名 ・代替要員　7名

※　事業所側の派遣希望はあったものの、代替要員となる従事者とのマッチ
ングが難航し、目標に及ばなかったため「未達成」とする。なお、これまで
利用した事業所においては、介護人材の確保、サービスの向上につながって
いる。

○

21 認知症ケアに携わる人材育成事業

  医療・介護等が連携し、認知症の容態の変化に応じて随
時・適切に切れ目なくサービスが提供される仕組みづくり
に必要な人材を育成するための研修を実施する。

○

１　認知症サポート医養成者数　10名
２　かかりつけ医認知症対応力向上研修　参加者数70名
３　認知症初期集中支援チーム員研修　派遣人員20名
４　認知症地域支援推進員ネットワーク研修　参加者数40名
５　薬剤師認知症対応力向上研修　開催回数1回
６　看護職員認知症対応力向上研修　開催回数1回
７　認知症関係職員研修　開催回数1回
８　小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修　11名
９　認知症対応型サービス事業開設者研修　2名
10　認知症介護基礎研修　62名
11　認知症介護指導者フォローアップ研修　2名
12　認知症対応型サービス事業管理者研修　54名

１　認知症サポート医養成者数　10名
２　かかりつけ医認知症対応力向上研修　参加者数　141名
３　認知症初期集中支援チーム員研修　派遣人数　10名
４　認知症地域支援推進員ネットワーク研修　参加者数　0名
５　薬剤師認知症対応力向上研修　１回開催（44名参加）
６　看護師認知症対応力向上研修　１回開催（48名参加）
７　認知症関係職員研修　１回開催
８　小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修　8名
９　認知症対応型サービス事業開設者研修　0名
10　認知症介護基礎研修　94名
11　認知症介護指導者フォローアップ研修　0名
12　認知症対応型サービス事業管理者研修　44名
13　介護従事者向け認知症ケア研修　127名
14　介護従事者向け認知症高齢者の専門的口腔ケア研修
                                        　参加者数   65名
15　介護事業所管理者等向け認知症ケア研修　参加者数　 59名

※　対象となる方がおらず、一部の研修が未実施となったものの、認知症の
方の介護や家族の支援を担う人材の育成・資質向上に資することができたた
め「順調」とする。

○

22
チームオレンジコーディネーター養
成研修事業

　認知症サポーターがチームを組んで活動する（チームオ
レンジ）を整備するため、チームの立ち上げや運営支援を
行うコーディネーターの研修を実施する。

○

・チームオレンジコーディネーター養成研修　参加者数30名 ・チームオレンジコーディネーター養成研修　参加者数24名

※　参加者が目標数に達しなかったものの、チームオレンジやチームオレン
ジコーディネーターの必要性について、認知症ケアに関わる人材育成研修に
おいて周知できたため、「順調」とする。

○

23 地域包括ケアシステム構築支援事業

　地域包括ケアシステム構築に向けて、その推進の要であ
る地域包括支援センターの職員資質の向上、また、関係機
関間での事例等の情報共有を推進する。
・　地域包括支援センター職員の地域における活動の
　充実や効率化、スキルアップを図るための研修会実施

○

・研修参加者数　180名 ・研修参加者数　214名

○

24 権利擁護人材育成事業

 ・ 成年後見制度と日常生活自立支援事業を包括的に支援
する県権利擁護センターの機能強化を図り、相談・申立て
支援や、行政・専門職団体・支援機関等とのネットワーク
の強化、生活支援員や市民後見人等の人材を養成するため
の研修等を実施。
・市民後見人養成講座の開催
・権利擁護についての学習会の開催

○

・関係機関連絡会議の定例的開催
・専門員・支援員・関係機関の研修会参加者数　150名

・関係機関連絡会議の定例的開催　　61回
・専門員・支援員の研修会参加者数 247名

・市民後見人養成研修　参加者22名
・個別支援会議・個別相談等への専門職派遣　77件
・市町村における成年後見制度利用促進に関するアンケート調査の実施（24
市町村48か所）　

○

25 介護予防推進リーダー研修事業 

  高齢者の社会参加促進を図るため、介護予防事業を推進
するリハビリ専門職を養成する。
・　介護予防推進リーダー研修（OT一般、OT上級）の実
　施・介護予防研修（PT基本、PT応用）の実施・地域包括
　ケア基本研修の実施

○

・各研修会受講者　合計200名 ・各研修会受講者　合計134名
（内訳）
・徳島県介護予防推進リーダー研修  受講者数　70名
・徳島県介護予防推進リーダー上級研修　 受講者数　21名
・介護予防推進リーダー基本研修会・地域包括ケア推進リーダー基本研修会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8名
・介護予防推進リーダー応用研修会　受講者数　35名

※　受講者数は目標に達しなかったが、各研修会の開催により、修了者が地
域ケア会議に参加するなど、地域包括ケアシステムの推進に資することがで
きたため「順調」とする。

○

26 外国人介護人材マッチング支援事業

　外国人材の受入れを躊躇している介護施設等への支援を
実施する。

○

・受入前セミナーの開催　２回
・受入前研修の開催　２回

・受入前セミナーの開催　２回
・受入前研修（定着支援セミナー）の開催　２回

○
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27
外国人介護福祉士候補者受入施設学
習支援事業

　外国人介護福祉士候補者の受入れ施設に対して、外国人
介護福祉士候補者の日本語学習や喀痰吸引等研修の受講に
要する費用などの経費の一部を助成する。

○

・補助実施施設数　25施設 ・補助実施施設数　26施設

○

労働環境・処遇の改善

28 若手介護職員交流推進事

経験の浅い若手介護職員同士が集まり、悩みの共有や、介
助の方法などを学び合う機会を提供することで、離職を減
らし介護人材喪失を防ぐ。

○

・参加者　50名 ・参加者　75名

○

29 雇用管理改善方策普及・促進事業

  労働環境の改善を進めるため
・　介護職員の処遇改善に係るセミナーの開催
・　介護事業所への相談員の派遣

○

・セミナー開催　２回　受講者　50名（延べ100名）
・個別相談実施　５事業所×２回

・セミナー開催　１回　受講者　100名(ハイブリット開催）
・個別相談実施　５事業所×２回　

○

30 外国人介護人材学習補助事業

・　介護施設等が行う外国人介護職員とのコミュニケー
ションを促進する取組や介護福祉士の資格取得に必要な取
組、生活支援に必要な取組等に係る経費の一部について補
助する。
・　外国人介護人材受入施設等の職員への研修会の実施

○

・補助事業者数　20事業所
・外国人介護人材受入施設等の職員への研修会の開催　２回

・補助事業者数　17事業所
・外国人介護人材受入施設等の職員への研修会の開催　２回

※　補助事業者数は目標値には達していないが、補助実施法人や補助額は増
加しており、当該補助金を活用した取組が広がっていると考えられるため、
「順調」とする。

○


